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日本における自動車産業の位置づけ
◼ 2024年における自動車の輸出金額は22.5兆円（全体の21.0%）。

◼ 自動車産業は資材調達・製造をはじめ販売・整備・運送など各分野にわたる広範な関連産業を持つ総合産業。

自動車関連産業に直接・間接に従事する就業人口は、当会の推計によると約559万人。

◼ 自動車産業は、日本経済を支える重要な基幹産業。

利用部門・・・2,793,000人

関連部門・・・368,000人

資材部門・・・531,000人

販売・整備部門・・・1,009,000人

製造部門・・・889,000人

資料：財務省

資料：総務省、経産省、等
【2024年の主要商品別輸出額(F.O.B.ベース)と就業人口】

単位：百億円
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日本における自動車産業の位置づけ

◼ 自動車関連産業の構図は、OEMに加え、6万～7万社の関連会社で構成されている。

◼ 各OEMにおける生産プロセスはそれぞれ異なり、その多様性が自動車産業の競争力となっている。

◼ 自動車産業の商品は多岐にわたり、乗用車・商用車、大型車から小型車、軽自動車まで幅広い製品が生産されている。

【2024年の車種別生産台数と構成比】【自動車関産業構図】
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カーボンニュートラルに関する基本的な考え

自工会は2050年カーボンニュートラルへ向けて
自動車業界を挙げて全力でチャレンジ。

世界中のステークホルダーの皆様と共に、地域毎のエネルギー事情を踏まえ、
お客様のニーズに合わせた多様な選択肢をご提供できるよう、最大限努力。
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2050年カーボンニュートラル達成に向けた道筋と国内におけるこれまでの取組
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【自動車製造時（スコープ１・２）のCO2排出量推移】 ※2030年度までは自工会・車工会の合算値

◼ 2013年度以降、生産台数は800万～1,000万台を堅持（新型コロナ影響除く）しつつ、ガスへの燃料転換や太陽光発

電の導入拡大等の各種エネルギー供給側の対策、及び溶解炉・乾燥炉の効率最適化等の各種エネルギー使用側の対策
を車工会と連携しながら進め、概ね継続的にCO2排出量を低減して来ている。

◼ これまでにスコープ１は2013年度比で29％削減。（産業平均は24％）

◼ 電動車が増え、排出増要因がある中でも順調に排出削減努力を続け、2022年には地球温暖化対策計画の産業部門
38％削減の目標と合わせ、2030年度目標を産業部門と同じ2013年度比38％に引き上げた。
今後も取り巻く情勢及び取組状況に応じ、自ら目標値を見直す。

（万t-CO2）

-38%
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これまでの省エネ対策と削減効果
◼ 自動車産業は、長期にわたり、様々な工程、設備、品目で継続的に省エネを実施しており、
毎年10万t-CO2程度の削減を実現している。

◼ 既に都市ガスへの燃料転換を進めてきており、近年は将来に向けた水素利活用の取組みも推進している。

（万t-CO2）

10

※自工会・車工会のS1＋S2の合算値

都市ガス,83%

重油, 3%

コークス, 1%

蒸気,9%

【スコープ1 エネルギー別使用量割合】

都市ガスへの燃転を既に進めている

【省エネ対策量】

※3社平均
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CO2排出削減のためのこれまでの対応（省エネ対策事例）
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GX-ETS ベンチマーク設定にて考慮すべき事

    

■公平性・納得感のあるベンチマークの設定
• 各社で工程・プロセスや内製率などに違いがあるが、公平で各社の国際競争力向上に繋がる

企業毎の目標値設定を可能とする制度設計

• 設備所有者（自社/他社）を考慮した制度設計

• トラック・バス、大型含む車格や高級車・商用車等の商品性の違いから生まれる

多品種少量生産への考慮

■過度なリソース・コスト負担増に繋がらない制度の構築
• 企業側に過度な負担を強いない現実的なレベルでのデータ算出

• 費用負担が重くなるような複雑な仕組みを回避

• 届出・第三者認証等の簡素化
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公平性・納得感のあるベンチマークの設定

ホンダ 小型車
3,995×1,695×1,540

全長×全幅×全高 (mm)

トヨタ ミニバン
4,995×1,945×1,945

日産 SUV

4,690×1,840×1,720

いすゞ バス（商用）
10,430×2,485×3,045

■商品性や仕様を考慮したベンチマークの設定

乗用車・商用車、大型車から小型車、軽自動車まで幅広い製品が
生産されており、車格や仕様差を考慮したベンチ―ク設定が必要

車格や仕様差にて製造時のCO2排出状況は異なる

【タイプと車格の違い】

高付加価値車
・ツートン塗装仕様
・高級車仕様

車格（例）

■内製/外製の違いを考慮したベンチマークの設定

各OEMの内製/外製比率は各社で異なるため、ベンチマークを
設定する際には公平性を確保した生産工程の選定が重要。

内製/外製比率の違いでもCO2排出状況は異なる

車両工場

車両工場

車両工場

【内製/外製取引図】



Copyright© Japan Automobile Manufacturers Association, Inc. 13

公平性・納得感のあるベンチマークの設定

◼ 車両工場の工程概要とベンチマーク設定における公平性を確保した工程の選定

・塗装工程においては各社で内製化されており 比較的、業界平均の算出が可能でありBM設定が可能
・塗装工程は、スコープ1全体の約4割を占めるCO2排出量でありBM設定による削減効果が見込める

塗装

【スコープ1 工程別CO2排出量割合】

塗装工程は、
Scope1全体の約4割を占める

【プレス】

【車体】

【塗装】

出典：トヨタ

【組立】

・塗装工程は各社で内製化されている
・塗装⇒乾燥とプロセスが類似している

【車両工場の工程概要】

塗装,43%

PT,27%車体,1%

組立, 1%

プレス, 1%

その他,28%

※3社平均
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まとめ GX-ETS制度設計に関する要望

◼国際的な競争環境の変化ふまえ、産業の競争力を保てるような制度設計を要望
• 他国はエネルギー政策によりエネルギーの非化石化が進められている中で、カーボンプライシング制度が導入されている。国際的な

競争力のあるエネルギー政策（CN燃料・グリーン/ブルー水素・アンモニア・合成メタン等）と合わせた制度設計をお願いしたい。

• 欧州・中国等、ETS を既に導入している地域で CBAM の動きもある中、2 つの地域で重課税に繋がる様な制度設計の回避を
お願いしたい

■公平性・納得感のあるベンチマークの制度設計と運用を要望
• これまで省エネや電化＋再エネ電力活用、都市ガスへの燃料転換を積極的に進めており、今後、CO2削減努力がより難易度を増

す中、将来の削減目標の達成見込みを分析し、GX-ETSの仕組みを迅速に見直して頂きたい。

• 再エネ電力に関する国際ルールや日本の他法規を前提に、これまで非化石証書調達やPPA等による再エネ電力導入とセットで電
化を進めてきた。再エネ電力について国際ルールや日本の他法規と整合する制度設計をお願いしたい。

又、将来的には、ガス証書にも同様の課題が発生する可能性があることをふまえた制度設計をお願いしたい。

• 商品性や仕様、内製/外製の違いを考慮した制度設計をお願いしたい。

■過度なリソース・コスト負担増に繋がらない制度の構築
• 過去からの削減取組みや、今後の電気・水素等への燃料転換の効果がBMに反映される制度設計をお願いしたい。

• 将来のグリッド電源係数が不透明な場合、電化による割当量の増減影響が見通せず、投資判断が難しくなるため、将来的な電源
係数を提示いただきたい。

• 企業側に届出や第三者認証等による過度な負担を強いない制度設計をお願いしたい。
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